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指定管理者制度に関する法令等 
 

１ 地方自治法（抄） 
（公の施設）  

第244条 普通地方公共団体は、住民の福祉を増進する目的をもつてその利用に供するため

の施設（これを公の施設という。）を設けるものとする。  

２ 普通地方公共団体（次条第三項に規定する指定管理者を含む。次項において同じ。）

は、正当な理由がない限り、住民が公の施設を利用することを拒んではならない。  

３ 普通地方公共団体は、住民が公の施設を利用することについて、不当な差別的取扱い

をしてはならない。  

（公の施設の設置、管理及び廃止）  

第244条の２ 普通地方公共団体は、法律又はこれに基づく政令に特別の定めがあるものを

除くほか、公の施設の設置及びその管理に関する事項は、条例でこれを定めなければな

らない。  

２ 普通地方公共団体は、条例で定める重要な公の施設のうち条例で定める特に重要なも

のについて、これを廃止し、又は条例で定める長期かつ独占的な利用をさせようとする

ときは、議会において出席議員の三分の二以上の者の同意を得なければならない。  

３ 普通地方公共団体は、公の施設の設置の目的を効果的に達成するため必要があると認

めるときは、条例の定めるところにより、法人その他の団体であつて当該普通地方公共

団体が指定するもの（以下本条及び第二百四十四条の四において「指定管理者」という。）

に、当該公の施設の管理を行わせることができる。  

４ 前項の条例には、指定管理者の指定の手続、指定管理者が行う管理の基準及び業務の

範囲その他必要な事項を定めるものとする。  

５ 指定管理者の指定は、期間を定めて行うものとする。  

６ 普通地方公共団体は、指定管理者の指定をしようとするときは、あらかじめ、当該普

通地方公共団体の議会の議決を経なければならない。  

７ 指定管理者は、毎年度終了後、その管理する公の施設の管理の業務に関し事業報告書

を作成し、当該公の施設を設置する普通地方公共団体に提出しなければならない。  

８ 普通地方公共団体は、適当と認めるときは、指定管理者にその管理する公の施設の利

用に係る料金（次項において「利用料金」という。）を当該指定管理者の収入として収

受させることができる。  

９ 前項の場合における利用料金は、公益上必要があると認める場合を除くほか、条例の

定めるところにより、指定管理者が定めるものとする。この場合において、指定管理者

は、あらかじめ当該利用料金について当該普通地方公共団体の承認を受けなければなら

ない。  

10 普通地方公共団体の長又は委員会は、指定管理者の管理する公の施設の管理の適正を

期するため、指定管理者に対して、当該管理の業務又は経理の状況に関し報告を求め、

実地について調査し、又は必要な指示をすることができる。  

11 普通地方公共団体は、指定管理者が前項の指示に従わないときその他当該指定管理者

による管理を継続することが適当でないと認めるときは、その指定を取り消し、又は期

間を定めて管理の業務の全部又は一部の停止を命ずることができる。 
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（公の施設を利用する権利に関する処分についての不服申立て）  

第244条の４ 普通地方公共団体の長がした公の施設を利用する権利に関する処分に不服

がある者は、都道府県知事がした処分については総務大臣、市町村長がした処分につい

ては都道府県知事に審査請求をすることができる。この場合においては、異議申立てを

することもできる。  

２ 第138条の４第１項に規定する機関がした公の施設を利用する権利に関する処分に不

服がある者は、当該普通地方公共団体の長に審査請求をすることができる。  

３ 普通地方公共団体の長及び前項に規定する機関以外の機関（指定管理者を含む。）が

した公の施設を利用する権利に関する処分についての審査請求は、普通地方公共団体の

長が処分庁の直近上級行政庁でない場合においても、当該普通地方公共団体の長に対し

てするものとする。  

４ 普通地方公共団体の長は、公の施設を利用する権利に関する処分についての異議申立

て又は審査請求（第１項に規定する審査請求を除く。）があつたときは、議会に諮問し

てこれを決定しなければならない。 

５ 議会は、前項の規定による諮問があつた日から20日以内に意見を述べなければならな

い。 公の施設を利用する権利に関する処分についての審査請求（第１項に規定する審査

請求を除く。）に対する裁決に不服がある者は、都道府県知事がした裁決については総

務大臣、市町村長がした裁決については都道府県知事に再審査請求をすることができる。  

 

 

２ 民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（抄） 
（指定管理者の指定に当たっての配慮等） 

第13条 地方公共団体は、この法律に基づき整備される公共施設等の管理について、地方

自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第３項の規定を適用する場合においては、同

条第４項から第６項までに規定する事項について、選定事業の円滑な実施が促進される

よう適切な配慮をするとともに、同条第11項の規定に該当する場合における選定事業の

取扱いについて、あらかじめ明らかにするよう努めるものとする。 
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３ 静岡市指定管理者選定委員会規程 

（設置） 

第１条 静岡市は、地方自治法(昭和22年法律第67号)第244条の２第３項の規定に基づき公

の施設の管理を行わせる指定管理者の選定等を適正に行うため、静岡市指定管理者選定

委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

（審議事項） 

第２条 委員会は、次に掲げる事項を審議する。 

（１）施設ごとの指定管理者制度の導入に関すること。 

（２）指定管理者の募集に関すること。 

（３）指定管理者の選定に関すること。 

（４）前３号に掲げるもののほか、委員会において必要があると認めること。 

（組織） 

第３条 委員会は、委員長及び委員をもって組織する。 

２  委員長には総務局長の職にある者を、委員には総務局次長、市民局次長、観光交流文

化局次長、環境局次長、保健福祉長寿局次長、保健福祉長寿局保健衛生医療部長、子ど

も未来局次長、経済局次長、経済局農林水産部長及び都市局次長の職にある者をもって

充てる。 

（職務） 

第４条 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

２  委員長は、委員会の会議の議長となる。 

３  委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、総務局次長の職にある委員が、

その職務を代理する。 

（会議） 

第５条 委員会の会議は、委員長が招集する。 

２  委員会の会議は、委員の過半数の出席がなければ開くことができない。 

３  委員会の会議の議事は、出席委員の３分の２以上の賛成をもって決する。 

４  委員長は、必要があると認めるときは、関係職員を会議に出席させることができる。 

５ 委員会の審議対象事項の所管課長は、自ら委員会に出席し、又は指定する職員を委員

会に出席させて、審議対象事項について説明を行うものとする。 

６ 委員会の会議は、公開しない。 

（庶務） 

第６条 委員会に関する庶務は、総務局総務課において処理する。 

（雑則） 

第７条 この訓令に定めるもののほか、委員会に関し必要な事項は、委員長が定める。 

附 則 

この訓令は、平成17年１月１日から施行する。 

附 則 

この訓令は、平成17年４月１日から施行する。 

附 則 

この訓令は、平成18年４月１日から施行する。 

附 則 

この訓令は、平成19年４月１日から施行する。 
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附 則 

この訓令は、公布の日から施行する。 

附 則 

この訓令は、平成20年４月１日から施行する。 

附 則 

この訓令は、平成22年４月１日から施行する。 

附 則 

この訓令は、平成23年４月１日から施行する。 

附 則 

この訓令は、平成24年４月１日から施行する。 

附 則 

この訓令は、平成25年４月１日から施行する。 

附 則 

この訓令は、公布の日から施行する。 

附 則 

この訓令は、平成27年４月１日から施行する。 

附 則 

この訓令は、平成28年４月１日から施行する。 

附 則 

この訓令は、平成30年４月１日から施行する。 
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指定管理者制度に関する通知等 
 

１ 地方公共団体におけるＰＦＩ事業について 
 

自 治 画 第 6 7 号 

平 成 1 2年 ３ 月 2 9日 

（平成17年10月３日一部改正） 

 

各 都 道 府 県 知 事 

             殿 

各 指 定 都 市 市 長 

 

自 治 事 務 次 官 

 

 

地方公共団体におけるＰＦＩ事業について 

 

今般、民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成11年法律

第117号。以下「ＰＦＩ法」という。）第４条第１項に定める基本方針が制定されました。

地方公共団体においては、下記事項に留意のうえ、適切に対応されるようお願いします。 

なお、貴都道府県内市区町村にもこの旨周知されるようお願いします。 

 

 

記 

 

第１～５（略） 

 

第６ 公の施設関係 

１ ＰＦＩ法に基づいて公共施設等を整備しようとする場合の当該公共施設等の管理につ

いては、公の施設制度の趣旨を踏まえ、公の施設として管理すべきか否か適切に判断す

るものであること。 

２ ＰＦＩ事業により公の施設を整備しようとする場合にあっては、施設の設置、その管

理に関する事項等については条例でこれを定めるものであること。（地方自治法第244条

の２第１項及び第２項） 

３ ＰＦＩ事業により公の施設を整備しようとする場合であって、当該施設を公の施設と

して供用する間、ＰＦＩ事業者が施設の所有権を有する場合は、地方公共団体は、公の

施設を設置するに伴って住民に対して負う責務を全うするに十分な、安定的な使用権原

（賃借権等）を取得しておく必要があること。 

４ ＰＦＩ事業により公の施設を整備しようとする場合であって、当該施設の管理を包括

的に民間事業者に行わせる場合は、原則として地方自治法第244条の２第３項に規定する

公の施設の指定管理者の制度を採用すること。 

ただし、民間事業者に対して、包括的な委任でなく、例えば下記の諸業務をＰＦＩ事

業として行わせることは可能であり、また一の民間事業者に対してこれらの業務のうち
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複数のものをＰＦＩ事業として行わせることも可能であること。その場合にあっては、

当該民間事業者については、当該公の施設の利用に係る料金を当該民間事業者の収入と

して収受させること及び当該料金を当該民間事業者が定めることとすることはできない

こと。（地方自治法第244条の２第８項、第９項） 

① 下記のような事実上の業務 

・施設の維持補修等のメンテナンス 

・警備 

・施設の清掃 

・展示物の維持補修 

・エレベーターの運転 

・植裁の管理 

② 管理責任や処分権限を地方公共団体に留保した上で、管理や処分の方法についてあ

らかじめ地方公共団体が設定した基準に従って行われる下記のような定型的行為 

・入場券の検認 

・利用申込書の受理 

・利用許可書の交付 

③ 私人の公金取扱いの規定（地方自治法第243条、同法施行令第158条）に基づく使用

料等の収入の徴収 

④ 当該施設運営に係るソフト面の企画 

５ ＰＦＩ事業において、指定管理者の制度を採用する場合には、指定管理者に関し条例

に定める事項（地方自治法第244条の２第４項）、指定の期間（同条第５項）及び指定に

はあらかじめ議会の議決を経なければならないこと（同条第６項）について、ＰＦＩ事

業の円滑な実施が促進されるよう適切な配慮をするとともに、指定の取消し又は管理の

業務の全部若しくは一部の停止の命令を行う場合におけるＰＦＩ事業の取扱いについて、

あらかじめ明らかにするよう努めるものとされていること。（ＰＦＩ法第９条の２） 

 

第７（略） 
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２ 地方公共団体における個人情報保護対策について 
 

総 行 情 第 9 1号 

平成15年６月16日 

 

各 都 道 府 県 知 事 殿 

（個人情報保護対策担当課・市区町村担当課扱い） 

各 指 定 都 市 市 長 殿 

（個人情報保護対策担当課扱い） 

 

総 務 省 政 策 統 括 官 

 

 

地方公共団体における個人情報保護対策について 

 

今般、個人情報の保護に関する法律（以下「基本法」という。）が、平成15年５月30日

に法律第57号をもって公布され、公布の日から（一部の規定については公布の日から起算

して２年を超えない範囲内において政令で定める日から）施行されることとなりました。

また、行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（以下「行政機関法」という。）

が、平成15年５月30日に法律第58号をもって公布され、公布の日から起算して２年を超え

ない範囲内において政令で定める日から施行されることとなりました。 

基本法は、個人情報の適正な取扱いに関し、基本理念及び政府による基本方針の作成そ

の他の個人情報の保護に関する施策の基本となる事項を定め、国及び地方公共団体の責務

等を明らかにするとともに、個人情報を取り扱う事業者の遵守すべき義務等を定めるもの

です。行政機関法は、国の行政機関を対象とし、国の行政機関における個人情報の取扱い

に関する基本的事項を定めるものです。 

基本法において個人情報保護に関する地方公共団体の責務等が定められたこと、及び行

政機関法において国の行政機関に係る個人情報保護法制が充実・強化されたことを踏まえ、

地方公共団体においても、個人情報保護条例の制定又は見直しにより、地域の実情に応じ

た適切な個人情報保護対策を実施することが必要であると考えられますので、貴都道府

県・指定都市におかれても下記の点に留意の上、個人情報の取扱いについて万全を期せら

れますようお願いいたします。 

また、都道府県にあっては、区域内の市区町村にもこの旨通知の上、個人情報保護条例

の制定又は見直しに関し、必要な助言、情報の提供等に努められますようお願いいたしま

す。 

 

 

記 

 

第１ 基本法関係 

１ 目的 

基本法は、高度情報通信社会の進展に伴い個人情報の利用が著しく拡大していること

にかんがみ、個人情報の適正な取扱いに関し、基本理念及び政府による基本方針の作成
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その他の個人情報の保護に関する施策の基本となる事項を定め、国及び地方公共団体の

責務等を明らかにするとともに、個人情報を取り扱う事業者の遵守すべき義務等を定め

ることにより、個人情報の有用性に配慮しつつ、個人の権利利益を保護することを目的

とするものであること（第１条）。 

２ 地方公共団体の責務・施策 

（１）地方公共団体は、基本法の趣旨にのっとり、その地方公共団体の区域の特性に応じ

て、個人情報の適正な取扱いを確保するために必要な施策を策定し、及びこれを実施

する責務を有するものであること（第５条）。 

（２）地方公共団体は、その保有する個人情報の性質、当該個人情報を保有する目的等を

勘案し、その保有する個人情報の適正な取扱いが確保されるよう必要な措置を講ずる

ことに努めなければならないものであること（第11条）。 

（３）地方公共団体は、個人情報の適正な取扱いを確保するため、その区域内の事業者及

び住民に対する支援に必要な措置を講ずるよう努めなければならないものであること

（第12条）。 

（４）地方公共団体は、個人情報の取扱いに関し事業者と本人との間に生じた苦情が適切

かつ迅速に処理されるようにするため、苦情の処理のあっせんその他必要な措置を講

ずるよう努めなければならないものであること（第13条）。 

３ 施行期日 

基本法は、公布の日から施行することとされていること。ただし、基本法第４章から

第６章まで及び附則第２条から第６条までの規定は、公布の日から起算して２年を超え

ない範囲内において政令で定める日から施行することとされていること（附則第１条）。 

 

第２ 行政機関法関係 

１ 目的 

行政機関法は、行政機関において個人情報の利用が拡大していることにかんがみ、行

政機関における個人情報の取扱いに関する基本的事項を定めることにより、行政の適正

かつ円滑な運営を図りつつ、個人の権利利益を保護することを目的とするものであるこ

と（第１条）。 

２ 対象となる行政機関 

行政機関法における「行政機関」とは、次に掲げる機関をいうものであること（第２

条第１項）。 

①法律の規定に基づき内閣に置かれる機関(内閣府を除く。)及び内閣の所轄の下に置

かれる機関 

②内閣府､宮内庁並びに内閣府設置法第49条第１項及び第２項に規定する機関(これら

の機関のうち④の政令で定める機関が置かれる機関にあっては、当該政令で定める

機関を除く。） 

③国家行政組織法第３条第２項に規定する機関（⑤の政令で定める機関が置かれる機

関にあっては、当該政令で定める機関を除く。） 

④内閣府設置法第39条及び第55条並びに宮内庁法第16条第２項の機関並びに内閣府設

置法第40条及び第56条（宮内庁法第18条第１項において準用する場合を含む。）の

特別の機関で、政令で定めるもの 

⑤国家行政組織法第８条の２の施設等機関及び同法第８条の３の特別の機関で、政令

で定めるもの 
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⑥会計検査院 

３ 施行期日 

行政機関法は、公布の日から起算して２年を超えない範囲内において政令で定める日

から施行することとされていること（附則第１条）。 

 

第３ 個人情報保護条例の制定又は見直しに当たっての留意事項 

基本法及び行政機関法の規定の趣旨を踏まえ、個人情報保護条例を未制定である市町村

にあっては、早急に条例制定に向けた取組みが必要である。具体的には､「住民基本台帳法

の一部を改正する法律」(平成１１年法律第１３３号）附則第１条第３号に掲げる規定の施

行日である平成15年８月25日を目途として条例が制定されていることが望ましい。また、

すでに個人情報保護条例を制定している団体にあっても、行政機関法の内容を踏まえた所

要の見直しを検討することが適当である。 

条例の制定又は見直しに当たっては、主に以下に掲げるような事項に留意する必要があ

る。 

１ 保護の対象とすべき個人情報の処理形態 

多くの個人情報保護条例は、電子計算機の導入を契機として、専ら電子計算機処理に

係る個人情報を対象として制定されてきており、電子計算機を用いない、いわゆる「マ

ニュアル処理」（手作業処理）に係る個人情報については、保護の対象外としている条

例が存在する。 

個人情報の処理に伴う個人の権利利益の侵害の可能性は、マニュアル処理についても

存在し、また、個人情報を収集する段階では、電子計算機による処理を行うかどうか必

ずしも明らかでない場合があり、実際の事務処理においてはマニュアル処理に係る場面

と電子計算機処理に係る場面とが連動しているために、両処理を明確に区分することが

困難な場合が少なくない。また、国においても、行政機関法はマニュアル処理に係る個

人情報も保護の対象としているところである。このような事情から、電子計算機処理に

係る個人情報のみでなく、マニュアル処理に係る個人情報についても条例による保護の

対象とする必要がある。 

２ 個人情報保護条例の対象機関の範囲 

地方公共団体が保有する個人情報の保護対策は、個人情報の取扱いに伴って生じるお

それがある個人の権利利益の侵害を防止することを目的とするものであるから、基本的

には、地方公共団体の各機関の間で保護対策を講ずる必要性が異なるところはないもの

と考えられる。 

現在、都道府県の個人情報保護条例において、実施機関としていない執行機関がある

場合には、個人情報の適切な保護の必要性は都道府県の各機関によって異なるものでは

ないこと、行政機関法においても原則としてすべての行政機関を対象としていること等

から、各都道府県においては、実施機関としていない執行機関についても、当該執行機

関と十分協議の上、個人情報保護条例の対象としていくことが望ましい。 

３ 自己情報の開示・訂正等・利用停止に関する規定 

（１）自己情報の開示請求権 

地方公共団体が保有する個人情報は、各種行政運営の基礎データとなるものであり、

また、その正確性が個人の権利利益に関係する場合も多いものと考えられる。 

したがって、不正確な情報によって個人が不測の不利益を被ることを事前に防止す

るとともに、住民の不安感を払拭するためには、地方公共団体が保有している個々の
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個人情報について、原則として本人がその存在及び内容を確認できるようにすること

が必要である。 

（２）自己情報の訂正等の請求権 

地方公共団体が保有する個人情報の中には、当該団体が行う行政処分の基礎となる

ものがある。このような個人情報に関して事実に誤りがあり、それに基づいて誤った

行政処分が行われた場合には、不服申立てや行政事件訴訟等当該行政処分に係る既存

の争訟制度によってその救済を図ることとなる。 

しかしながら、行政処分が行われる以前の段階で、今後行われるであろう行政処分

の基礎となる個人情報の事実の誤りや欠落について、訂正、追加又は削除（以下「訂

正等」という。）をすることができれば、住民にとっても誤った事実に基づいた行政

処分を受けることを回避できるという利点がある。また、行政処分に結び付かない事

実の誤り・欠落であっても、個人の権利利益の保護の観点からその誤り等について訂

正等をする意義はあるものと考えられる。このような目的を達成するため、開示請求

により開示を受けた者について、自己情報の訂正等の請求を行うことを認める必要が

ある。 

（３）目的外利用等の際の利用停止請求権 

個人情報保護条例における個人情報の適正な取得、利用、提供等の取扱いに関する

規範の実効性を担保するため、許容限度を超えた個人情報の目的外での利用又は外部

提供が行われている場合、個人情報の取得が適正な方法で行われなかった場合等に、

開示請求により開示を受けた者が、自己情報の利用の停止、消去又は提供の停止の請

求を行うことを認める必要がある。 

従来、利用停止請求権に関する規定が設けられていたのは一部の個人情報保護条例

にとどまっていたところであるが、今般、行政機関法において利用停止請求権に関す

る規定が整備されたことからも、個人情報保護条例における関係規定の整備が必要で

ある。 

４ 外部委託に関する規制 

地方公共団体が個人情報の取扱いを外部に委託しようとする場合には、委託先におい

て個人情報の漏えい等の問題が生じないようあらかじめ適切な措置を講じておくことが

必要である。従来、個人情報の外部への漏えい等に関する事案の多くが、委託先からの

ものであったことから、外部委託に関する規制を設けることは重要である。このため、

個人情報保護条例に、個人情報の保護に関して必要な事項を委託契約に盛り込むことを

義務付ける等、委託先においても個人情報が適切に保護されるよう必要な措置を講ずる

ことを当該地方公共団体に義務付ける等の規定を設けることとすべきである。 

また、受託者又は受託者であった者に対しては、受託業務に関して取扱う個人情報の

安全確保について当該地方公共団体と同様の義務を負い、個人情報の漏えい防止等のた

めに必要な措置を講ずることを義務付けるとともに、受託事務従事者又は従事していた

者に対しては、受託業務に関して取扱う個人情報の保護について当該地方公共団体の職

員又は職員であった者が負う義務と同様の義務を課す旨の規定を設けることが適当であ

る。 

５ 救済措置 

（１）不服申立て 

自己情報の開示請求に対する決定、訂正等の請求に対する決定、利用停止請求に対

する決定等の請求に係る処分に不服がある者は、行政不服審査法に基づき不服申立て
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を行うことができる。この不服申立てがあったときに、当該不服申立てに対する裁決

又は決定に当たって、実施機関が審査会等の附属機関に諮問しなければならない旨の

規定を置くことが適当である。 

（２）苦情処理 

個人情報の取扱いに関する救済手段について、不服申立てや訴訟によるよりも、簡

易・迅速な手段として苦情処理の制度がある。個人情報保護に関しては、苦情処理に

よって問題の解決を図る方が適当な場合が多いと考えられるため、住民からの苦情に

迅速・公正・柔軟に対応するための制度を設けることが適当である。 

６ 罰則 

一般に、職員等の責務の履行の確保は、服務規律の確立、厳正な個人情報の取扱いの

徹底等によることが基本となるものである。しかしながら、行政機関法においては、行

政機関におけるＩＴ化の進展状況にかんがみ、行政に対する国民からの信頼を確保する

ため国家公務員法の守秘義務違反等に係る罰則に加え、以下のような罰則を規定してい

るところである。 

①行政機関の職員若しくは職員であった者又は受託業務に従事している者若しくは従

事していた者が、正当な理由がないのに、個人の秘密に属する事項が記録された電

子計算機処理に係る個人情報ファイル（その全部又は一部を複製し、又は加工した

ものを含む。）を提供したときは、２年以下の懲役又は100万円以下の罰金に処する

（第53条）。 

②行政機関の職員若しくは職員であった者又は受託業務に従事している者若しくは従

事していた者が、その業務に関して知り得た保有個人情報を自己若しくは第三者の

不正な利益を図る目的で提供し、又は盗用したときは、１年以下の懲役又は50万円

以下の罰金に処する（第54条）。 

③行政機関の職員がその職権を濫用して、専らその職務の用以外の用に供する目的で

個人の秘密に属する事項が記録された文書、図画又は電磁的記録を収集したときは、

１年以下の懲役又は50万円以下の罰金に処する（第55条）。 

このような国における法整備の状況を踏まえ、各地方公共団体においても、関係機関

と協議の上、個人情報保護条例に罰則を設けることを積極的に検討することが望ましい。 

７ いわゆる「オンライン禁止規定」について 

従来の個人情報保護条例の中には、地方公共団体の電子計算機システムを通信回線に

よって外部の機関と結合すること、通信回線を通じて外部へ個人情報を提供すること等

を一律に禁止しているものが見受けられるところである。しかしながら、ネットワーク

を活用した情報処理がＩＴ社会の実現に向けて不可欠であることに鑑み、一律に禁止を

するのではなく、提供の目的、利用形態や権利利益の侵害のおそれ、受領者側における

保護措置の状況等を個別に検討した上で提供の可否を決定すべきである。 

このことから個人情報保護条例において一律にオンライン結合を禁止している場合に

は、早急な規定の見直しが必要である。 
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３ 地方自治法の一部を改正する法律の公布について 
 

総 行 行 第 8 7号 

平成15年７月17日 

 

各都道府県知事 殿 

 

総務省自治行政局長 

 

 

地方自治法の一部を改正する法律の公布について（通知） 

 

地方自治法の一部を改正する法律（平成15年法律第81号。以下「改正法」という）は、

平成15年６月６日に成立し、同月13日に公布されました。 

今回の地方自治法の一部改正は、地方公共団体の内部組織に関する規定を見直すととも

に、公の施設の管理について指定管理者制度を導入し、その適正かつ効率的な運営を図る

ことを目的としたものです。 

指定管理者制度の導入に伴い、この法律の施行の際現に改正前の地方自治法（以下「旧

法」という。）第244条の２第３項の規定に基づき管理の委託を行っている公の施設につい

ては、この法律の施行後３年以内に当該公の施設の管理に関する条例を改正する必要があ

り、その際、公の施設の管理状況全般について点検し、指定管理者制度を積極的に活用さ

れるようお願いします。 

また、指定管理者制度と地方独立行政法人制度との関係等については「地方独立行政法

人法及び地方独立行政法人法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律の公布について

（通知）」（平成15年７月17日付け総行行第86号、総行公第39号、総財公第61号、総財務

第71号、15文科高第275号総務省自治行政局長・総務省自治財政局長・文部科学省高等教育

局長通知）を参照してください。 

貴職におかれましては、下記事項に留意の上、地方公共団体の内部組織に関する規定及

び公の施設の指定管理者制度の適正な運用に十分配慮されるとともに、貴都道府県内の市

町村に対してもこの旨周知願います。 

なお、施行に当たって留意すべき事項については、政令、省令等と併せ後日お示ししま

す。 

 

 

記 

 

第１ 地方公共団体の内部組織に関する事項（略） 

 

第２ 公の施設の管理に関する事項 

今般の改正は、多様化する住民ニーズにより効果的、効率的に対応するため、公の施 

設の管理に民間の能力を活用しつつ、住民サービスの向上を図るとともに、経費の節減

等を図ることを目的とするものであり、下記の点に留意の上、公の施設の適正な管理に

努められたいこと。 
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１ 指定管理者に関する事項 

（１）今般の改正により導入される指定管理者制度は、地方公共団体が指定する法人その     

他の団体に公の施設の管理を行わせようとする制度であり、その対象は民間事業者等

が幅広く含まれるものであること（第244条の２第３項関係）。 

（２）地方公共団体の長は、条例の定めるところにより、指定管理者に使用許可を行わせ

ることができるものであるが、使用料の強制徴収（第231条の３）、不服申立てに対す

る決定（第244条の４）、行政財産の目的外使用許可（第238条の４第４項）等法令に

より地方公共団体の長のみが行うことができる権限については、これらを指定管理者

に行わせることはできないものであること。（第244条の２第３項関係） 

（３）指定に当たって議決すべき事項は、指定管理者に管理を行わせようとする公の施設

の名称、指定管理者となる団体の名称、指定の期間等であること。（第244条の２第６

項関係） 

２ 条例で規定すべき事項 

（１）指定管理者の指定の手続、指定管理者が行う管理の基準及び業務の範囲その他必要 

な事項は条例で定めることとされており、その具体的な内容は以下のとおりであるこ

と。（第244条の２第４項関係） 

①「指定の手続」としては、申請の方法や選定基準等を定めるものであること。なお

指定の申請に当たっては、複数の申請者に事業計画書を提出させることとし、選定

する際の基準としては例えば次のような事項を定めておく方法が望ましいものであ

ること。 

ア 住民の平等利用が確保されること。 

イ 事業計画書の内容が施設の効用を最大限に発揮するとともに管理経費の縮減が

図られるものであること。 

ウ 事業計画書に沿った管理を安定して行う物的能力、人的能力を有していること。 

②「管理の基準」としては、住民が当該公の施設を利用するに当たっての基本的な条

件（休館日、開館時間、使用制限の要件等）のほか、管理を通じて取得した個人に

関する情報の取扱いなど当該公の施設の適正な管理の観点から必要不可欠である業

務運営の基本的事項を定めるものであること。 

③「業務の範囲」としては、指定管理者が行う管理の業務について、その具体的範囲

を規定するものであり、使用の許可まで含めるかどうかを含め、施設の維持管理等

の範囲を各施設の目的や態様等に応じて設定するものであること。 

（２）旧法第244条の２第４項及び第５項と同様、指定管理者制度においても、利用料金を

当該指定管理者の収入として収受させることができることとし、当該利用料金は、公

益上必要があると認める場合を除くほか、条例の定めるところにより、指定管理者が

定めるものとしていること。（第244条の２第８項及び第９項関係） 

（３）指定管理者に支出する委託費の額等、細目的事項については、地方公共団体と指定

管理者の間の協議により定めることとし、別途両者の間で協定等を締結することが適

当であること。 

３ 適正な管理の確保等に関する事項 

（１）「事業報告書」においては、管理業務の実施状況や利用状況、料金収入の実績や管

理経費等の収支状況等、指定管理者による管理の実態を把握するために必要な事項が

記載されるものであること。（第244条の２第７項関係） 

（２）清掃、警備といった個々の具体的業務を指定管理者から第三者へ委託することは差



 

14 

 

し支えないが、法律の規定に基づいて指定管理者を指定することとした今回の制度の

趣旨にかんがみれば、管理に係る業務を一括してさらに第三者へ委託することはでき

ないものであること。 

（３）指定管理者が管理を通じて取得した個人情報については、その取扱いについて十分

留意し、「管理の基準」として必要な事項を定めるほか、個人情報保護条例において

個人情報の保護に関して必要な事項を指定管理者との間で締結する協定に盛り込むこ

とを規定する等、必要な措置を講ずべきものであること。また、指定管理者の選定の

際に情報管理体制のチェックを行うこと等により、個人情報が適切に保護されるよう

配慮されたいこと。 

その際「地方公共団体における個人情報保護対策について」（平成15年６月16日付

け総行情第91号総務省政策統括官通知)の内容を十分に踏まえて対応されたいこと。 

４ その他 

道路法、河川法、学校教育法等個別の法律において公の施設の管理主体が限定される

場合には、指定管理者制度を採ることができないものであること。 

 

第３ 施行期日等 

１ この法律は、公布の日から起算して３月を超えない範囲内において政令で定める日か

ら施行するものとすること。（改正法附則第１条関係） 

２ 指定管理者制度の導入に伴い、この法律の施行の際現に旧法第244条の２第３項の規定

に基づき管理の委託を行っている公の施設については、この法律の施行後３年以内に当

該公の施設の管理に関する条例を改正し、改正後の地方自治法第244条の２の規定による

指定等を行う必要があるものであること。（改正法附則第２条関係） 
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４ 地方独立行政法人法及び地方独立行政法人法の施行に伴う関係法律の整備等 
 

総 行 行 第 8 6号 

総 行 公 第 3 9号 

総 財 公 第 6 1号 

総 財 務 第 7 1号 

15文科高第275号 

平成15年７月17日 

 

各都道府県知事 殿 

 

総務省自治行政局長 

総務省自治財政局長 

文部科学省高等教育局長 

 

 

地方独立行政法人法及び地方独立行政法人法の施行に伴う関係法律の整備等 

に関する法律の公布について（通知） 

 

地方独立行政法人法（平成15年法律第118号。以下「法」という。）及び地方独立行政法

人法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成15年法律第119号。以下「整備法」

という。）は、平成15年７月16日に公布されました。 

地方独立行政法人制度は、各地方公共団体の自主的な判断に基づき、地方公共団体とは

別の法人格を有する団体を設立し、自律的かつ弾力的な業務運営を行うとともに、適切な

事後評価と見直しを行うことにより、業務の効率性やサービス水準の向上を図ることを目

的としており、今日の厳しい経済状況の下、各地方公共団体における行政改革をより一層

適切に推進していくための新たな手法として位置付けられるものです。 

もとより、地方独立行政法人の設立は当該地方公共団体の自主的な判断によるものです

が、行政機能の減量化が強く求められている現状にかんがみれば、まず、対象となる事務・

事業についてその廃止や民間譲渡の可能性について十分な検討を行うことが必要です。そ

の上で、公の施設の指定管理者制度の活用等と比較検討し、地方公共団体が自ら実施する

よりも地方独立行政法人を設立して行わせる方が効率的・効果的に行政サービスを提供で

きると判断される場合に地方独立行政法人制度によることが適当です。 

なお、大学の設置及び管理を行う公立大学法人については、大学における教育研究の特

性に配慮し「大学改革」の視点を踏まえて設立の検討を行うことが必要です。 

貴職におかれては、このような制度の趣旨にのっとり、下記事項に留意の上、その円滑

な施行に向け、格別の配慮をされるとともに、貴都道府県内の市町村に対してもこの旨周

知願います。 

なお、施行にあたって留意すべき事項については、政令、省令等と併せ後日お示ししま

す。 
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記 

 

第１ 総則 

１ 目的 

この法律は、地方独立行政法人の運営の基本その他の制度の基本となる事項を定め、

地方独立行政法人制度の確立並びに地方独立行政法人が公共上の見地から行う事務・事

業の確実な実施を図り、もって住民の生活の安定並びに地域社会及び地域経済の健全な

発展に資することを目的としたこと。（法第１条関係） 

２ 定義 

（１）この法律において「地方独立行政法人」とは、住民の生活、地域社会及び地域経済

の安定等の公共上の見地からその地域において確実に実施されることが必要な事務・

事業であって、地方公共団体が自ら主体となって直接に実施する必要のないもののう

ち、民間の主体にゆだねた場合には必ずしも実施されないおそれがあるものと地方公

共団体が認めるものを効率的かつ効果的に行わせることを目的として、この法律の定

めるところにより地方公共団体が設立する法人としたこと。（法第２条第１項関係） 

（２）この法律において「特定地方独立行政法人」とは、地方独立行政法人（大学の設置

及び管理を行うものを除く。）のうち、その業務の停滞が住民の生活、地域社会若し

くは地域経済の安定に直接かつ著しい支障を及ぼすため、又はその業務運営における

中立性及び公正性の確保を特に図るため、その役員及び職員に地方公務員の身分を与

える必要があるものとして地方公共団体が定款で定めるものとしたこと。（法第２条

第２項関係） 

３ 業務の公共性、透明性及び自主性 

地方独立行政法人は、その行う事務及び事業が住民の生活、地域社会及び地域経済の

安定等の公共上の見地から確実に実施されることが必要なものであることにかんがみ、

適正かつ効率的にその業務を運営するよう努めなければならないものとし、この法律の

定めるところによりその業務の内容を公表すること等を通じて、その組織及び運営の状

況を住民に明らかにするよう努めなければならないとするとともに、この法律の運用に

当たっては、地方独立行政法人の業務運営における自主性は、十分配慮されなければな

らないものとしたこと。（法第３条関係） 

４ 財産的基礎 

（１）地方独立行政法人は、その業務を確実に実施するために必要な資本金その他の財産

的基礎を有しなければならないものとしたこと。（法第６条第１項関係） 

（２）地方公共団体でなければ、地方独立行政法人に出資することができないものとした

こと。（法第６条第２項関係） 

５ 設立 

地方公共団体は、地方独立行政法人を設立しようとするときは、その議会の議決を経

て定款を定め、都道府県又は都道府県及び都道府県以外の地方公共団体が設立しようと

する場合にあっては総務大臣、その他の場合にあっては都道府県知事の認可を受けなけ

ればならないものとしたこと。（法第７条関係） 

なお、総務大臣の認可に関しては、今後、地方自治法第250条の２に基づく認可基準に

おいて明確な基準を定める予定であること。 

６ 定款 

地方独立行政法人の定款には、法人の名称、業務範囲等一定の事項を規定しなければ
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ならないものとし、定款事項のうち特定地方独立行政法人又は特定地方独立行政法人以

外の地方独立行政法人の別については、変更することができないものとしたこと。（法

第８条関係） 

７ 地方独立行政法人評価委員会 

設立団体に、執行機関の附属機関として、地方独立行政法人評価委員会（以下「評価

委員会」という。）を置くものとし、地方独立行政法人の業務の実績に関する評価に関

すること等の事務をつかさどらせるものとしたこと。（法第11条関係） 

 

第２ 役員及び職員 

１ 役員 

（１）地方独立行政法人に、役員として、理事長一人、副理事長、理事及び監事を置くも

のとしたこと。（法第12条関係） 

（２）理事長は、当該地方独立行政法人が行う事務・事業に関して高度な知識及び経験を

有する者その他当該地方独立行政法人が行う事務・事業を適正かつ効率的に運営する

ことができる者のうちから設立団体の長が任命するものとしたこと。（法第14条第１

項関係） 

（３）監事は、地方独立行政法人の財務管理、経営管理その他業務運営に関し優れた識見

を有する者であって、弁護士、公認会計士、税理士その他監査に関する実務に精通し

ているもののうちから、設立団体の長が任命するものとしたこと。（法第14条第２項

関係） 

なお、設立団体の長は、地方独立行政法人の業務の監査を適切かつ効果的に行うた

めに特に必要があると認めるときは、監事からの求めに基づき、税理士、公認会計士

又は弁護士を監事補佐人として選任し、監事の監査を補佐させることが適当であるこ

と。 

２ 役員の任期 

役員の任期は、４年以内において定款で定める期間としたこと。（法第15条第１項関

係） 

３ 職員の任命 

地方独立行政法人の職員は、理事長が任命するものとしたこと。（法第20条関係） 

 

第３ 業務運営 

１ 地方独立行政法人の対象業務 

（１）地方独立行政法人は、次に掲げる業務のうち定款で定めるものを行うものとしたこ

と。 

① 試験研究を行うこと。 

② 大学の設置及び管理を行うこと。 

③ 主として事業の経費を当該事業の経営に伴う収入をもって充てる事業で、次に

掲げるものを経営すること。（法第21条関係） 

ア 水道事業（簡易水道事業を除く。） 

イ 工業用水道事業 

ウ 軌道事業 

エ 自動車運送事業 

オ 鉄道事業 
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カ 電気事業 

キ ガス事業 

ク 病院事業 

ケ その他政令で定める事業 

④ 社会福祉事業を経営すること。 

⑤ 公共的な施設で政令に定めるものの設置及び管理を行うこと（②～④に掲げるも

のを除く。）。 

⑥ ①～⑤に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。 

なお、⑤の公共的な施設で政令で定めるものについては、国際見本市場施設、国際会

議場施設、国際展示場施設等独立の組織とするに足るだけの業務量のまとまりがある大

規模な施設等を定める予定であること。 

２ 地方公共団体は、地方独立行政法人を設立するに当たっては、その趣旨にかんがみ、

独立の組織とするに足るだけの業務量のまとまりがあるか否かについて十分検討された

いこと。 

３ 業務方法書 

地方独立行政法人は、業務開始の際、業務方法書を作成し、設立団体の長の認可を受

け、これを公表しなければならないものとしたこと。（法第22条関係） 

４ 料金 

地方独立行政法人は、その業務に関して料金を徴収するときは、あらかじめ、料金の

上限を定め、設立団体の長の認可を受けなければならないものとするとともに、設立団

体の長は、当該認可をしようとするときは、あらかじめ、議会の議決を経なければなら

ないものとしたこと。（法第23条関係） 

５ 中期目標 

設立団体の長は、議会の議決を経て、３年以上５年以下の期間において地方独立行政

法人が達成すべき業務運営に関する目標（以下「中期目標」という。）を定め、これを

当該地方独立行政法人に指示するとともに、公表しなければならないものとしたこと。

（法第25条関係） 

６ 中期計画 

地方独立行政法人は、５の指示を受けたときは、中期目標に基づき、当該中期目標を

達成するための計画を作成し、設立団体の長の認可を受け、これを公表しなければなら

ないものとしたこと。（法第26条関係） 

７ 年度計画 

地方独立行政法人は、毎事業年度の開始前に、６の認可を受けた中期計画（以下「認

可中期計画」という。）に基づき、その事業年度の業務運営に関する計画を定め、これ

を設立団体の長に届け出るとともに、公表しなければならないものとしたこと。 

（法第27条関係） 

８ 業務の実績に関する評価 

（１）評価委員会は、地方独立行政法人の各事業年度及び中期目標期間における業務の実

績について評価をし、当該地方独立行政法人に対して、その評価の結果を通知しなけ

ればならないものとするとともに、必要があると認めるときは、当該地方独立行政法

人に対し、業務運営の改善その他の勧告をすることができるものとしたこと。（法第

28条第１項、第２項、第３項、第30条第１項及び第２項関係） 

なお、地方独立行政法人の業務実績の評価に際しては、その業務の公共性及び透明
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性を確保するべく、住民の視点に立って、財務評価のみならず、社会的な評価の観点

からも評価が行われるべきものであること。 

（２）評価結果の通知に係る事項等は、公表しなければならないものとするとともに、設

立団体の長を通じて議会に報告されるものとしたこと。（法第28条第４項、第５項及

び第30条第３項関係） 

９ 中期目標の期間の終了時の検討 

設立団体の長は、地方独立行政法人の中期目標の期間の終了時において、評価委員会

の意見を聴き、当該地方独立行政法人の業務を継続させる必要性、組織の在り方その他

その組織及び業務の全般にわたる検討を行い、その結果に基づき、所要の措置を講ずる

ものとしたこと。（法第31条関係） 

 

第４ 財務及び会計 

 

（以下 省略） 
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５ 地方自治法施行令の一部を改正する政令等の公布について 
 

総行行第 113号 

平成15年８月29日 

 

各都道府県知事 殿 

 

総務省自治行政局長 

 

 

地方自治法施行令の一部を改正する政令等の公布について（通知） 

 

地方自治法の一部を改正する法律の施行期日を定める政令（平成15年政令第374号）、地

方自治法施行令の一部を改正する政令（平成15年政令第375号。以下「改正令」という。）

及び地方自治法施行規則の一部を改正する省令（平成15年総務省令第111号。以下「改正規

則」という。）は、平成15年８月29日に公布され、地方自治法の一部を改正する法律（平

成15年法律第81号。以下「改正法」という。）、改正令及び改正規則は、平成15年９月２

日から施行されることとなりました。 

改正法の内容、留意事項については、「地方自治法の一部を改正する法律の公布につい

て（通知）」（平成15年７月17日付け総行行第87号総務省自治行政局長通知）により示し

たところですが、改正令及び改正規則の内容は、改正法の施行に伴う規定の整備のほか、

地方自治法（昭和22年法律第67号。以下「法」という。）第221条第３項に規定する普通地

方公共団体の長の調査等及び法第199条第７項後段に規定する監査委員による監査の対象

となる法人の範囲を改めたものです。 

貴職におかれては、下記事項及び上記通知に示した事項に留意の上、改正法による地方

公共団体の内部組織に関する事項及び公の施設の指定管理者制度の施行が円滑に行なわれ

るとともに、地方公共団体が資本金等の出資をしている法人に対する長の調査等及び監査

委員による監査が適切に運用されるよう格別の配慮をされますようお願いします。なお、

貴都道府県内の市町村に対してもこの旨周知願います。 

 

記 

 

第一 地方公共団体の内部組織に関する事項（略） 

 

第二 公の施設に関する事項 

改正法の施行に伴い、地方自治法施行令及び地方自治法施行規則中、公の施設の管理 

受託者に関する規定を削除したほか、その他関係政令の規定について所要の整備を行な

ったものであること。（令第173条の３、則第17条、改正令附則第９条関係） 

 

（以下、略） 
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６ 社会福祉施設における指定管理者制度の活用について 
 

雇児総発第0829001 号 

社援保発第0829001 号 

障 企 発第0829002 号 

老 計 発第0829002 号 

平成 15年８月 29日 

 

都道府県 

各 指定都市 民生主管部（局）長 殿 

中 核 市 

 

厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長 

厚生労働省社会・援護局保護課 長 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課長 

厚 生 労 働 省 老 健 局 計 画 課 長 

 

 

社会福祉施設における指定管理者制度の活用について 

 

今般、地方自治法の一部を改正する法律の施行期日を定める政令（平成15年政令第374号）

が公布され、地方自治法の一部を改正する法律（平成15年法律第81号）は９月２日より施

行されることとなったところであるが、同法において創設された指定管理者制度の趣旨及

び内容について、別添「地方自治法の一部を改正する法律の公布について」(平成15年７月

17日総行行第87号)のとおり、総務省自治行政局長より通知が発出されているので、御留意

願いたい。 

また、これに伴って、老人福祉法（昭和38年法律第133号）第20条の４に規定する養護老

人ホーム、第20条の５に規定する特別養護老人ホームや児童福祉法（昭和22年法律第164号）

第39条に規定する保育所などの社会福祉施設であって、地方公共団体が設置するものにつ

いても、個別法による制約のない範囲において指定管理者制度を活用してその管理を指定

管理者に行わせることができることとなったので、管内市区町村及び関係者に周知するよ

うお願いする。 

なお、本通知の発出については、総務省自治行政局とも協議済みである旨、申し添える。 
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７ 指定管理者制度による都市公園の管理について 
 

国都公緑第 76号 

平成15年９月２日 

 

各都道府県・政令指定都市 都市公園担当部局長 殿 

 

国土交通省都市・地域整備局公園緑地課長 

 

 

指定管理者制度による都市公園の管理について 

 

本年６月13日に公布された「地方自治法の一部を改正する法律」において指定管理者制

度が創設されたところです。各都道府県・政令指定都市においては、指定管理者制度によ

る都市公園の管理について、下記の事項に留意の上、適切に対応されるようお願いします。 

なお、貴都道府県内市町村（政令指定都市を除く。）にもこの旨周知願います。 

（本件は総務省自治行政局と協議済みであるので、念のため申し添えます。） 

 

 

記 

 

１．指定管理者制度が創設されたことにより、地方自治法第244条の２第３項の規定に基づ

き、指定管理者に対し、都市公園法第５条第２項の許可を要することなく、都市公園全

体又は区域の一部（園路により区分される等、外形的に区分されて公園管理者との管理

区分を明確にすることができ、公園管理者以外の者が包括的な管理を行い得る一定規模

の区域をいう。以下「一定規模の区域」という。）の管理を行わせることができること。 

２．指定管理者が行うことができる管理の範囲は、地方公共団体の設置に係る都市公園に

ついて公園管理者が行うこととして都市公園法において定められている事務（占用許可、

監督処分等）以外の事務（行為の許可、自らの収入とする利用料金の収受、事実行為（自

らの収入としない利用料金の収受、清掃、巡回等）等）であること。 

３．指定管理者に行わせる管理の範囲については、地方公共団体の設置に係る都市公園に

ついて公園管理者が行うこととして都市公園法において定められている事務以外の事務

の範囲内で、都市公園条例において明確に定めること。 

この際、行為の許可等の公権力の行使に係る事務を行わせることについては、国民の

権利義務の制限になることにかんがみ、慎重に判断を行うこと。 

４．都市公園全体又は一定規模の区域について、公園管理者以外の者に事実行為として整

備を行わせた場合において、当該者に対し事実行為に係る事務を行わせることにより管

理を行わせることができるほか、地方自治法第244条の２第３項の規定に基づく指定管理

者制度により管理を行わせることもできること。例えば、PFI 事業者に対し、同事業者

が事実行為としてPFI 事業により整備した公園の一定規模の区域を指定管理者制度によ

り管理を行わせることができること。 

５．なお、従前の通り、都市公園法第５条第１項の規定に基づき、公園管理者が、その管

理に係る都市公園に設ける公園施設で自ら設置管理することが不適当又は困難であると

認められる場合については、都市公園法第５条第２項の許可をすることにより公園管理

者以外の者に設置管理させることが可能であること。この場合、公園管理者以外の者は、
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地方自治法第244条の２第３項に規定する指定管理者になることなく、都市公園法第５条

第１項の規定に基づいて公園施設の設置管理を行うことができることから、指定管理者

制度に係る条例に基づくことなく、自らの収入として料金収受すること等ができること。 

 

 

８ 地方自治法に基づく指定管理者制度の活用に際しての留意事項について 
 

医政総発第1121002号 

平成 15年 11月 21日 

 

各都道府県医政主管部（局）長 殿 

 

 

厚生労働省医政局総務課長 

 

地方自治法に基づく指定管理者制度の活用に際しての留意事項について（通知） 

 

地方自治法の一部を改正する法律（平成15年法律第81号。以下「改正法」という。）が、

平成15年６月６日に成立し、同月13日に公布され、本年９月２日より施行されることとな

ったところである。 

これに伴い、改正前の地方自治法に基づく「管理委託制度」が、改正法の施行後は「指

定管理者制度」に改められ（詳細は、「地方自治法の一部を改正する法律の公布について」

（平成15年７月17日総行行第87号総務省自治行政局長通知）の第２参照）、地方公共団体

が開設する病院等についても、当該地方公共団体の指定を受けた「指定管理者」が、その

管理を代行することができることとなる。 

指定管理者制度に基づき指定管理者に病院等の管理を行わせる場合の留意事項について

は下記のとおりであるので、貴職におかれてはその趣旨を十分に御理解いただくとともに、

管下市町村にも周知徹底していただくようお願いしたい。 

なお、本通知については、総務省自治行政局行政課及び同省自治財政局地域企業経営企

画室とも協議済みであるので、念のため申し添える。 

 

 

記 

 

１．地方自治法に基づき指定管理者に病院等の管理を行わせる場合の病院等の開設者について  

地方公共団体以外の主体が病院等の管理を委託する場合には、当該病院等において医

療を提供している者が医療法上の病院等の開設者となるものであるが、地方自治法の指

定管理者制度に基づき地方公共団体が設置する病院等の管理を指定管理者に行わせる場

合においては、当該病院等の管理運営に係る責任を、指定管理者に管理を行わせる地方

公共団体が有するという指定管理者制度の趣旨にかんがみ、指定管理者に管理を行わせ

ている地方公共団体を医療法上の病院等の開設者とすること。 

指定管理者に病院等の管理を行わせる場合において、条例又は協定等により規定すべ

き事項を参考までに示すと、以下のとおりである。 

・診療科名 

・病床数及び病床区分 
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・地方公共団体が関与する仕組み（地域における医療関係者から構成される協議会の設

置議会への諮問等） 

・医療事故の場合の責任の所在 

・その他病院等の管理運営に関する重要事項 

２．指定管理者とすることができる者の範囲について 

改正法の施行に伴い、医療法人については指定管理者とすることが可能となったが、

医療法第７条第５項の趣旨に照らし、営利を目的とする者については指定管理者とする

ことができないこと。 
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９ 指定管理者制度による河川の管理について 
 

国河政第 115号 

国河環第 135号 

国河沼第 232号 

平成16年3 月26日 

 

（指定都市各通） 

 

河 川 局 水 政 課 長 

河川局河川環境課長 

河 川 局 治 水 課 長 

 

 

指定管理者制度による河川の管理について 

 

平成15年９月２日に施行された「地方自治法の一部を改正する法律」(平成15年法律第81

号)において指定管理者制度が創設されたとごろです。各都道府県、政令指定都市において

は、指定管理者制度による河川の管理について、下記の事項に留意の上、適切に対応され

るようお願いします。 

なお、今回の通達により、河川管理に係る指定管理者制度の適用範囲について新たに示

したところですが、この河川管理に係る指定管理者制度は、平成16年２月27日に地域再生

推進本部で決定された「地域再生推進のためのプログラム」の一環としても活用できる旨

申し添えます。 

 

 

記 

 

１．指定管理者制度が創設されたことにより、従来、管理委託制度により行っていた河川

管理に係る事務について、地方自治法(昭和22年法律第67号)第244条の２第３項の規定に

基づき、指定管理者制度を活用して指定管理者に行わせることが可能になったこと。 

２．指定管理者が行うことができる河川の管理の範囲は、行政判断を伴う事務（災害対応、

計画策定及び工事発注等）及び行政権の行使を伴う事務（占用許可、監督処分等）以外

の事務（①河川の清掃、②河川の除草、③軽微な補修（階段、手摺り、スロープ等河川

の利用に資するものに限る。)、④ダム資料館等の管理・運営等）であること。 

３．指定管理者に行わせる河川の管理の範囲については、地方自治法第244条の２第３項及

び第４項の規定に基づき、各自治体の条例において明確に定めること。 
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10 指定管理者制度による港湾施設の管理について 

 

国 港 管 第 1 4 0 6号 

平成16年３月29日 

 

（各都道府県（港湾担当部長）あて） 

 

国土交通省港湾局管理課長 

 

 

指定管理者制度による港湾施設の管理について 

 

平成15年９月２日に施行された「地方自治法の一部を改正する法律」（平成15年法律第

81号）において指定管理者制度が創設されたところです。各都道府県においては、指定管

理者制度による港湾施設（港湾法（昭和25年法律第218号）第２条第５項各号に掲げる港湾

施設をいう。以下同じ。）の管理について、下記の事項に留意の上、適切に対応されるよ

うお願いいたします。 

なお、貴都道府県管内の市町村管理に係る地方港湾の港湾管理者には、責職よりこの旨

周知方お願いいたします。 

 

 

記 

 

１．指定管理者制度が創設されたことにより、地方自治法（昭和22年法律第67号、以下「法」

という。）第244条の２第３項の規定に基づき、指定管理者に対し、公の施設たる港湾施

設の管理に係る事務を行わせることができ為こととされました。 

２．指定管理者が行うことができる業務の範囲は、公の施設たる港湾施設の管理に係る事

務で、使用料の強制徴収（法第231条の３）、不服申立てに対する決定（法第244条の４）、

行政財産の目的外使用許可（法第238条の４第４項）等法令により地方公共団体の長のみ

が行うことができるもの以外の事務（使用許可、自らの収入とする利用料金の収受、事

実行為（自らの収入としない利用料金の収受、清掃、保守点検、植栽等）等）です。 

３．指定管理者に行わせる業務の範囲については、法第244条の２第３項及び第４項の規定

に基づき、各都道府県の条例において明確に定める必要があります。 

この際、港湾施設の使用許可等の公権力の行使に係る事務を行わせることについては、

国民の権利義務の制限になることにかんがみ、慎重に判断を行う必要があります。 
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11 指定管理者制度による下水道の管理について 

 

国都下企第 71号 

平成16年３月30日 

 

各都道府県下水道担当部長 殿 

各政令指定都市下水道担当局長 殿 

 

国土交通省都市・地域整備局 

下水道部下水道企画課長 

 

 

指定管理者制度による下水道の管理について 

 

平成15年６月13日に公布された地方自治法の一部を改正する法律（平成15年法律第81号）

において公の施設の管理に関する指定管理者制度が創設されたところである。 

各都道府県、政令指定都市においては、指定管理者制度による公共下水道等の管理につ

いて、下記事項に留意の上、適切に対応されたい。 

なお、貴都道府県内市町村（政令指定都市を除く。）にもこの旨周知をされたい。 

 

 

記 

 

１ 指定管理者制度の趣旨 

従来、地方自治法（昭和22年法律第67号)第244条の２において、普通地方公共団体は、

条例の定めるところにより、公の施設の管理を普通地方公共団体が出資している一定の

法人等に委託することができることとされていた（管理委託制度）。 

今般、多様化する住民ニーズにより効果的、効率的に対応するため、公の施設の管理

に民間の能力を活用しつつ、住民サービスの向上を図るとともに、経費の節減等を図る

ことを目的として、地方自治法第244条の２が改正され、従来の管理委託制度に代わる新

たな制度として指定管理者制度が創設され、地方公共団体が指定する法人その他の団体

（指定管理者）に公の施設の管理を行わせることができることとなった（指定管理者制

度）ものである。 

２ 下水道における指定管理者制度の適用 

（１）地方自治法の指定管理者制度と個別の公物管理法との関係 

地方自治法の指定管理者制度と個別の公物管理法は、一般法と特別法の関係にある

ため、個別の公物について地方自治法の指定管理者制度が適用されるか否かは、個別

法の規定の解釈によるものである。 

なお、地方自治法の解釈として、指定管理者制度は、事実行為のみにも適用可能で

あるが、使用料の強制徴収、行政財産の目的外使用許可等の法令により地方公共団体

の長のみが行うことができる権限は指定管理者に行わせることはできないこととされ

ている。 
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（２）下水道における指定管理者制度の適用 

（１）を踏まえ、下水道における指定管理者制度の適用については、以下のとおり

とする。 

下水処理場等の運転、保守点検、補修、清掃等や管渠の保守点検、補修、清掃等あ

るいは使用料の徴収管理等の事実行為については、指定管理者制度を活用することな

く業務委託を行うことが従前どおり可能であるほか、委託する管理の内容に応じ指定

管理者制度によることも可能である。 

一方、排水区域内の下水道の利用義務付け、悪質下水の排除規制、物件の設置の許

可、使用料等の強制徴収、監督処分等の下水道管理者が行うべき公権力の行使に係る

事務等については、指定管理者制度は適用できないので十分留意すること。 

３ 下水道において指定管理者制度を適用する場合の手続 

（１）条例の制定 

指定管理者制度を適用する場合には、条例において、指定管理者の指定の手続、指

定管理者が行う管理の基準及び業務の範囲その他必要な事項を定めるものとされてい

る（地方自治法第244条の２第４項）ので、下水道において指定管理者制度を適用する

場合には、具体的に以下の事項を定めることが適当である。 

① 指定の手続 

申請の方法、選定基準等について定めることとなるので、申請の方法として業務

実施計画書を提出させること等を定めるとともに、選定基準として、以下の事項等

を定めること。 

・施設の維持管理を効率的に行うことができる専門的知識及び技術的な能力に加

え、維持管理を安定的に継続して行う財産的基盤を有していること。 

・指定管理者に管理を行わせることにより、施設の効用を最大限に発揮すること

が可能になるとともに施設の維持管理経費の縮減が図られること。など 

② 管理の基準 

下水道として適切な維持管理を確保する上で必要となる事項として、放流水の水

質や汚泥の含水率、施設の機能確保等について、管理を行わせようとする下水道施

設などの実情を踏まえて定めること。 

③ 業務の範囲 

２（２）を踏まえた上で、各施設の目的や態様等に応じて指定管理者が行う業務

の具体的な範囲を定めること。 

この場合、清掃、警備等の個々の具体的な業務の一部を指定管理者から第三者へ

委託することは差し支えないが、管理に係る業務を一括して第三者へ委託すること

はできないものであることを担保すること。 

（２）指定管理者の指定 

① 指定管理者の指定にあたっては、指定管理者に管理を行わせようとする施設の名    

称、指定管理者となる団体の名称、指定の期間等について議会の議決を経ることと

されている（地方自治法第244条の２第６項）。 

② 指定管理者の指定に際しては、施設の諸元、流入水の水質等の当該施設の特性の

ほか、下水道の維持管理に関する専門的な知識及び技術的な能力、財産的基盤等の

応募条件を記載した募集要項等を事前に公表するなど広く民間事業者が参加できる

ように配慮すること。 

③ 条例制定、選定等の手続き、議会の議決、協定の締結、事務引継等の期間を考慮
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して計画的に事務手続を進め、指定管理者が業務を円滑に開始できるように必要な

措置を講ずること。 

④ 指定管理者に支出する委託費の額等条例で定める項目以外の細目的事項について

は、地方公共団体と指定管理者との間の協定等の中で明らかにしておくこと。 

（３）指定管理者に対する監督等 

地方公共団体は、指定管理者からの事業報告書の提出（地方自治法第244条の２第７

項）、指定管理者に対する当該管理の業務又は経理の状況に関する報告、実地調査又

は必要な指示ができるほか、地方公共団体は、指定管理者が上記指示に従わない場合

等においては、指定の取消し又は業務の停止命令を行うことができる（地方自治法第

244条の２第10項及び第11項）ので、適宜必要な措置を講ずること。 

４ 下水道管理者として適切な管理を確保するための留意事項 

① 下水道管理者として、指定管理者への指示、監督等の施設の適切な管理を確保す

るための必要な措置が行えるよう十分な体制が整備できていること。特に、異常時、

緊急時において下水道管理者として行うべき権限、事務を適切に行使するとともに、

指定管理者への指示などを的確に行うための必要な体制が整備できていること。 

② 従来の管理委託制度、民間業者への業務委託と同様に、指定管理者に管理を行わ

せる場合においても、下水道管理者には下水道法第３条に基づく下水道管理者とし

て本来行うべき権限、事務を適切に行使する責任が存することはもちろん、国家賠

償法における公の営造物の設置管理瑕疵に基づく損害賠償責任等の対外的な法的責

任を負うこと。 

③ 指定管理者制度による下水処理場等の維持管理の委託を包括的民間委託で実施す

る場合においては、別途通知する「下水処理場等の維持管理における包括的民間委

託の推進について」（平成16年３月30日 国都下管第10号 下水道管理指導室長通知

を参考にすること。 

５ その他 

（１）経過措置 

管理委託制度を適用している施設について、同制度に替えて引続き指定管理者制度

を適用する場合には、平成15年９月２日（改正地方自治法の施行日）から起算して３

年以内に、当該施設の管理に関する条例を改正し、指定管理者制度を適用するための

本通知に基づく手続きを行う必要があること。 

（２）その他 

平成16年２月27日付け地域再生本部決定の『「地域再生推進のためのプログラム」

３（１）地域主導による資源の有効活用 ③アウトソーシングの促進』において「地方

公共団体の行政サービスについて、潜在的ニーズを民間の創意工夫で顕在化させ、新

たなビジネス、雇用の機会を創出する観点」から本制度を活用できることとされてい

るので参考にされたい。 
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12 指定管理者制度による道路の管理について 
 

国 道 政 第 9 2 号 

国 道 国 防 第 4 3 3号 

国 道 地 調 第 ９ 号 

平成 16年３月 31日 

 

（指定都市各通） 

 

道 路 局 路 政 課 長 

道路局国道・防災課長 

道路局地方道・環境課長 

 

 

指定管理者制度による道路の管理について 

 

平成15年９月２日に施行された「地方自治法の一部を改正する法律」（平成15年法律第

81号）において指定管理者制度が創設されたところですが、各都道府県、政令指定都市に

おかれましては、指定管理者制度による道路の管理について、下記の事項に留意の上、適

切に対応されるようお願いします。 

なお、今回の通知により、道路管理に係る指定管理者制度の適用範囲について新たにお

示ししたところですが、この制度は、地域再生プログラムの一環としても活用できる旨申

し添えます。 

 

 

記 

 

１．指定管理者制度が創設されたことにより、道路管理に係る事務について、地方自治法

（昭和22年法律第67号)第244条の２第３項の規定に基づき、指定管理者に行わせること

ができること。 

２．指定管理者が行うことができる道路の管理の範囲は、行政判断を伴う事務（災害対応、

計画策定及び工事発注等）及び行政権の行使を伴う事務（占用許可、監督処分等）以外

の事務（清掃、除草、単なる料金の徴収業務で定型的な行為に該当するもの等）であっ

て、地方自治法第244条の２第３項及び第４項の規定に基づき各自治体の条例において明

確に範囲を定められたものであること。 

なお、これらを指定管理者に包括的に委託することは可能です。 
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13 公営住宅の管理と指定管理者制度について 
 

国住総第 193号 

平成16年３月31日 

 

各都道府県知事 殿 

 

国土交通省住宅局長 

 

 

公営住宅の管理と指定管理者制度について（通知） 

 

地方自治法の一部を改正する法律(平成15年法律第81号)は、平成15年６月13日に公布、

同年９月２日から施行されており、これにより、公の施設の管理に関する制度が見直され、

従来の管理委託制度（改正前の地方自治法第244条の２第３項の規定に基づく管理を委託す

るものをいう。以下同じ。）に代わり「指定管理者制度」が創設されたところである。 

公営住宅（公営住宅法（昭和26年法律第193号)第２条第２号に規定する公営住宅をいう。

以下同じ。）は公の施設に該当するものであり、公営住宅の管理についても、管理委託制

度により管理を委託することが可能であることから、公営住宅の管理と指定管理者制度と

の関係について、下記のとおり通知するので参考にされたい。 

また、貴管内の事業主体（公営住宅法第２条第16号に規定する事業主体をいう。以下同

じ。）に対しても、この旨周知されるようにお願いする。 

 

 

記 

 

１ 指定管理者制度の適用 

公営住宅の管理については、公営住宅法上事業主体が行うこととされている管理に関

する事務のうち、入居者の募集や収入審査など及び修繕、清掃等の事実行為について管

理委託制度により地方公共団体が出資している法人等に委託している実態が多いところ

である。 

指定管理者制度は、管理委託制度では受託者となれなかった民間事業者を含む法人そ

の他の団体についても、議会の議決を経て地方公共団体の指定を受けた場合には、公の

施設の管理を行うことができるものである。 

公営住宅の管理の委任については、下記３の入居者のプライバシー保護に十分配慮し

たうえ、指定管理者制度に基づき行うことができることとなっている。なお、指定管理

者制度については平成18年９月が移行のための猶予期限となっているところである。 

２ 委任の範囲 

公営住宅の管理については、住宅困窮度に応じた優先入居の実施や、地域の実情や居

住者の状況に応じた適切な家賃設定など、公平な住宅政策の観点からの行政主体として

の判断が必要である。このため、公営住宅の入居者の決定その他の公営住宅法上事業主

体が行うこととされている事務を指定管理者に委任して行わせることは適当ではない。

したがって、公営住宅の管理について指定管理者が行うことができる事務の範囲は、従
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前の管理委託制度により受託者が行うことのできるものと同じものである。 

なお、地方公共団体が適当と認めるときは、公の施設の利用料金を指定管理者の収入

として収受（指定管理者自らの収入として受入れることをいう。）させることができる

こととなっている。公営住宅の場合、その利用料金である家賃及び敷金等の決定や減免

等は公営住宅制度の目的と密接不可分であることから、従来の管理委託制度のもとにお

いても家賃等は事業主体自らの収入として収受していたところである。したがって、指

定管理者制度に移行した後も指定管理者の収入として収受させることは適切ではない。

ただし、家賃の徴収等の事務のみを委任することや駐車場等共同施設の使用料を収受さ

せることについては差し支えないものである。 

３ 入居者のプライバシー保護について 

公営住宅の管理に当たっては、入居者の収入や家族構成等重要な個人情報を取扱うこ

とから、入居者のプライバシー保護について十分に措置することが不可欠である。 

入居者のプライバシー保護については、個人情報保護条例、指定管理者の管理の基準

に関する条例または公営住宅の管理に関する条例において指定管理者に対して入居者の

プライバシー保護を義務付けるとともに事業主体と指定管理者との聞で締結する契約に

個人情報の保護に関して必要な事項を盛り込むことを規定する必要がある。この場合に

おいては、個人情報保護条例に罰則を設けることを積極的に検討することが望ましい。

また、個人情報保護条例が制定されていない場合又は個人情報保護条例に罰則を設けな

い場合には、指定管理者の管理の基準に関する条例または公営住宅の管理に関する条例

を定める際に違反に対する罰則規定を設けることが必要である。 

さらに、指定管理者制度により公営住宅の管理を行う場合の具体的なプライバシー保

護対策として少なくとも次のような措置を講ずるべきである。 

① 電算システムで個人情報を取扱う場合は、事業主体のホストコンピューターと指定

管理者の端末は専用回線とするなど外部からのアクセスが不可能となるようなセキュ

リティ対策を行うこと。 

② 電算システムで個人情報を取扱う者は、電算システムの管理者からユーザーID、パ

スワードの指定を受けた者とするとともにその人数も極力限定すること。 

③ 指定管理者は、個人情報を取扱う者に対して、第三者から個人情報を求められた場

合の対応について研修等を行うことにより、入居者のプライバシー保護の重要性を認

識させ、第三者への対応が的確に行えるように努めること。 

④ 電算システムにデータ入力すること等個人情報を取扱う業務を指定管理者がさらに

第三者へ委託するような場合には、氏名、住所等の情報の取扱いについては、あらか

じめ個人を特定できないように処理するなど特段の配慮をすること。 

４ その他 

なお、平成16年２月27日付け地域再生本部決定の『「地域再生推進のためのプログラ

ム」３（１）地域主導による資源の有効利用 ③アウトソーシングの促進』において、本

制度を活用できることとされているので参考にされたい。 
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14 市町村の合併に際しての公の施設の指定管理者制度に係る経過措置の解釈 
 

事  務  連  絡 

平成16年４月22日 

 

各都道府県担当部局 

（公の施設担当課・ 

市町村担当課扱い）   御中 

 

各指定都市担当部局 

 

総務省自治行政局行政課 

 

 

市町村の合併に際しての公の施設の指定管理者制度に係る経過措置の解釈 

について(通知) 

 

市町村の合併に際しての公の施設の指定管理者制度に係る経過措置については、下記の

とおり解釈していただくようお願いいたします。 

また、市町村担当課におかれましては、貴都道府県内市町村に対してもこの旨周知され

ますようお願いいたします。 

 

 

記 

 

（問） 

合併により合併前の市町村における管理委託条例が失効した場合であっても、地方自治

法の一部を改正する法律(平成15年法律第81号)の施行の日（平成15年９月２日）から起算

して３年を経過する日までの間であれば、同法附則第２条に規定する経過措置の対象とな

る公の施設については、同法による改正前の地方自治法第244条の２第３項の規定がなおそ

の効力を有していることから、合併後の市町村においても、従前の管理委託制度に則った

条例を定め、従来どおり管理委託契約を締結することができる、と解釈してよろしいか。 

 

（答） 

お見込みのとおり。 
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15 地方自治法に基づく指定管理者制度の活用について 
 

健総発第 0521001号 

平成 16年５月 21日 

 

都道府県 

各 政 令 市 衛生主管部（局）長 殿 

特 別 区 

 

厚生労働省健康局総務課長 

 

 

地方自治法に基づく指定管理者制度の活用について（通知） 

 

地方自治法の一部を改正する法律（平成15年法律第81号。以下「改正法」という。）が、

平成15年６月６日に成立し、同月13日に公布され、同年９月２日より施行されたところで

あり、改正法において創設された指定管理者制度の趣旨及び内容については、別添１（改

正後の地方自治法）及び別添２「地方自治法の一部を改正する法律の公布について」(平成

15年７月17日総行行第87号総務省自治行政局長通知)のとおりである。 

また、平成16年２月27日に開催された地域再生本部において、「地域再生推進のための

プログラム」が決定され、その中で、公共施設において積極的に指定管理者制度を活用す

ることとされたところである（別添３参照）。 

健康局所管の施設のうち、本制度の対象としては、地域保健法（昭和22年法律第101号）

第18条に定める市町村保健センター、水道法（昭和32年法律第177号）第３条第８項に定め

る水道施設、「農山村保健対策の推進について」（昭和59年１月14日衛発第23号公衆衛生

局長通知）に基づく農村健診センター、「健康科学センターの整備について」(平成７年８

月８日健医発第1011号保健医療局長通知)に基づく健康科学センター及び「難病特別対策事

業について」(平成10年４月９日健医発第635号保健医療局長通知)に基づく難病相談・支援

センターが挙げられるので、御了知の上、管内市区町村及び関係者に周知するようお願い

する。 

なお、保健所については、地方自治法第244条第１項に規定する「公の施設」に該当しな

いため、本制度の対象とならないので、ご留意願いたい。 

追って、本通知については、総務省自治行政局行政課及び同省自治財政局公営企業課と

も協議済みであるので、念のため申し添える。 
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・公の施設の設置管理条例の制定…③ 

・指定管理者設置条例の制定 …④ 

・指 定 管 理 者 の 指 定…⑤ 

・債務負担行為の設定…① 

・ＰＦＩ事業契約の締結…② 

16 ＰＦＩと指定管理者制度について 
平成16年度第２回自治体ＰＦＩ推進センター専門家委員会（平成16年12月15日開催、総務省配布資料）  

 

ＰＦＩと指定管理者制度について 

○ＰＦＩと指定管理者それぞれで必要な議決項目 

 

 

 

 

 

※③・④は同一の条例によることも可能 

○基本的考え方 

ＰＦＩ法上の契約と指定管理者制度とは、基本的には別個の制度であり、一方の手続

きが「自動的」に他方の手続きを兼ねるということはできない。 

しかし、指定管理者は、公の施設の設置及びその管理に関する事項を定めた条例が制

定された後に、当該条例において定められた手続きに則って選定されるものであり、指

定管理者を選定する手続きについては、全て条例に委ねられていることから、議会や住

民に説明がつくのであれば、公募等の方法によって指定管理者を選定することは必ずし

も必要とされず、ＰＦＩ事業者が指定管理者として選定することができるよう条例で規

定することも可能である。 

また、公の施設の設置及びその管理に関する事項を定める条例は、その対象となる公

の施設の目的や施設の状況が明らかになれば定めることができるものであり、ＰＦＩ契

約に係る議決を行う議会と同じ議会において設置管理に関する条例を定めることも排除

されない。（当該条例に規定する指定管理者を選定する手続きの方法によるが、同じ議

会において指定管理者の指定の議決を行うことも可能。） 

○考え得る議決のスケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

○具体例 

事業名 
ＰＦＩ事業 

運営期間 

指定管理者 

指定期間 
備考 

鯖江市地域交流ｾﾝﾀ ・ー特定公共賃貸住宅整備等ＰＦＩ事業 ２０年 ２０年 議決済 

愛知県森林公園ゴルフ場施設整備等事業 ２０年 ２０年 年度内に議決予定 

長野市温湯地区温泉利用施設整備・運営ＰＦＩ事業 １５年 １５年 年度内に議決予定 

（仮称）浜松市新清掃工場・新水泳場整備運営事業 １５年 １５年 17 年度当初議決予定 

 

ＰＦＩ 指定管理者制度 

供
用
開
始 

① 

議決 

③・④ 議決 

※⑤の議決までの議決が必要 

事業者 

選定 仮契約 

②・⑤ 

議決 

※同じ

議会で

の議決

が可能 

公募 
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17 地方公共団体における行政改革の推進のための新たな指針の策定について 
 

総 行 整 第 1 1号 

平成17年３月29日 

 

各都道府県知事 

          殿 

各政令指定都市長 

 

総 務 事 務 次 官 

 

地方公共団体における行政改革の推進のための新たな指針の策定について 

 

分権型社会システムへの転換が求められる今日、地方公共団体においては、人口減少時

代の到来、住民ニーズの高度化・多様化など社会経済情勢の変化に一層適切に対応するこ

とが求められております。 

また、我が国の行財政を取り巻く環境は依然として極めて厳しく、政府においては、国・

地方を通じる行財政改革の推進に強力に取り組んでいるところであります。 

地方公共団体においては、これまでも積極的に行政改革の推進に努めてこられたところ

でありますが、その進捗状況については国民の厳しい視線も向けられているところであり、

これらの状況を改めて認識の上、更なる改革を進めていくことが必要であります。 

このため、今般、平成16年12月24日に閣議決定された「今後の行政改革の方針」を踏ま

え、総務省において別添のとおり「地方公共団体における行政改革の推進のための新たな

指針」を策定いたしました。 

各地方公共団体におかれましては、この指針を参考として、より一層積極的な行政改革

の推進に努められますよう、命により通知いたします。 

なお、都道府県におかれましては、各都道府県内の市区町村に対しても本通知について

周知されますようお願いいたします。 

 

（以下、指定管理者制度関連部分を抜粋） 

 

第２ 行政改革推進上の主要事項について 

１ 地方公共団体における行政の担うべき役割の重点化 

（２）指定管理者制度の活用 

① 現在直営で管理しているものを含め、すべての公の施設について、管理のあり方

についての検証を行い、検証結果を公表すること。 

② 特に、平成15年９月の指定管理者制度の創設に係る地方自治法の改正前の管理委

託制度により出資法人、公共団体又は公共的団体へ管理委託している公の施設につ

いては、平成18年９月の指定管理者制度への移行期限までに、当該出資法人等を指

定管理者に指定するか、新たに民間事業者等を指定管理者に指定するか、当該施設

を廃止するか等、管理のあり方についての検証を行うこと。 

③ 管理のあり方の検証に際しては、各施設ごとに、行政としての関与の必要性、存

続すべきか廃止すべきか、存続する場合には管理主体をどうするかなどについて、
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民間事業者等を指定管理者とする場合との比較等も含め、その理由を明らかにした

上で、住民等に対する説明責任を十分に果たすこと。 

④ 公の施設の管理状況については、管理の主体や、管理主体が指定管理者となって

いない場合にはその理由等の具体的な状況を公表すること。 
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18 指定管理者制度の導入に伴う事業所税の取扱いについて 
 

総 税 市 第 5 9号 

平成17年11月14日 

 

各 道 府 県 総 務 部 長 

東京都総務・主税局長 殿 

 

総務省自治税務局市町村税課長 

（ 公印省略） 

 

指定管理者制度の導入に伴う事業所税の取扱いについて 

 

公の施設の管理については、平成15年６月の地方自治法の一部改正により指定管理者制

度が新たに導入され、平成18年９月までの間に全ての公の施設について、各地方公共団体

は自らが直接管理を行うか、指定管理者制度に移行するかを決定することとされています。 

これに伴い、指定管理者制度が導入された公の施設における事業所税の事業主体の判定

については、下記のとおり取り扱うことが適当と考えますので、管内関係市に対しこの旨

周知願います。 

 

 

記 

 

１ これまで委託事業については、様々な委託形態が存在するため、一般的に事業主体（納

税義務者）の判定にあたり、施設の利用、施設の管理及び収益の帰属等を総合的に勘案

することとされてきたところであるが、指定管理者制度においては、施設の利用及び施

設の管理については指定管理者が行うため、実質的な判定は、収益の帰属（地方自治法

第244条の２第８項に基づく利用料金制の導入の有無）によることとなる。 

２ 利用料金制が導入されている指定管理者は、地方公共団体による利用料金の承認が必

要になる等の一定の制約を受けるものではあるが、条例に基づいて経営の根幹である利

用料金の決定を第一義的に行うことができ、また、利用料金を自らの収入として帰属さ

せることができるため、この場合の指定管理者は、公の施設の管理事業における実質的

な事業主体と判断しうる。 

３ ただし、利用料金制が導入されている指定管理者であっても、地方公共団体から指定

管理料等の交付を受けている場合については、主として利用料金で収受することが見込

まれる収入により、公の施設の管理事業を行うと認められるような場合に限り、当該指

定管理者が事業主体となるものである。 

４ なお、地方公共団体と指定管理者との間で、公の施設における管理事業の結果生じた

全ての利益を地方公共団体へ返還し、かつ、生じた損失の全てを地方公共団体が補てん

するような取決めがあり、実質的に指定管理者に事業の主体性が認められないような場

合には、事業主体は地方公共団体となるものである。 
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19 指定管理者制度の運用について 
 

総 行 行 第 1 5号 

平成19年１月31日 

 

各都道府県知事 殿 

 

総務省自治行政局長 

 

 

指定管理者制度の運用について（通知） 

 

地方自治法第244条に規定する公の施設の管理については、地方自治法の一部を改正する

法律（平成15年法律第81号）により、指定管理者制度が導入されたところですが、平成18

年９月１日をもって平成15年改正法附則第２条に規定する経過措置期間が終了し、地方公

共団体は、公の施設について自ら直接管理を行うか、指定管理者による管理を行なうかの

いずれかによることとなったところです。また、指定管理者の導入状況については、別添

のとおり「公の施設の指定管理者制度の導入状況に関する調査結果」として公表しました。 

公の施設の管理及び指定管理者制度の運用にあたっては、引き続き、下記の点に留意の

上、運用されるようお願いします。 

なお、貴都道府県内の市区町村に対しても、本通知について周知方よろしくお願いいた

します。 

 

 

記 

 

１ 公の施設の管理については、既に指定管理者制度を導入している施設も含め、引き続

き、そのあり方について検証及び見直しを行い、より効果的、効率的な運営に努めるこ

と。 

２ 指定管理者の選定手続については、透明性の高い手続きが求められていることから、

指定管理者の指定の申請に当たっては、複数の申請者に事業計画書を提出させることと

し、選定する際の基準、手続等について適時に必要な情報開示を行なうこと等に努める

こと。 
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20 平成20年度地方財政の運営について 
 

総 財 財 第 3 3号 

平成20年６月６日 

 

各都道府県知事殿 

 

総務事務次官 

 

 

平成20年度地方財政の運営について 

 

平成20年度の地方財政については、政府としては、地方財政の重要性にかんがみ、その

運営に支障が生じることのないよう所要の対策を講じることとし、「平成20年度地方財政

計画」（平成20年１月25日閣議決定、別紙１及び別紙２）及び「平成20年度地方債計画」

（平成20年総務省告示第266号及び第294号、別紙３）を策定し、また、第169回国会におい

て４月30日に「地方税法等の一部を改正する法律」（平成20年法律第21号）、「地方交付

税法等の一部を改正する法律」（平成20年法律第22号）及び「地方法人特別税等に関する

暫定措置法」（平成20年法律第25号）が成立したところです。うち前二法については、同

日に公布、施行され、「地方税法、同法施行令、同法施行規則の改正等について」（平成

20年４月30日付け総務事務次官通知）及び「地方交付税法等の一部を改正する法律の施行

について」（平成20年４月30日付け総務事務次官通知）により通知したところです。なお、

「地方法人特別税等に関する暫定措置法」は、平成20年10月１日から施行されます。 

平成20年度の地方財政は、地方税収入や地方交付税の原資となる国税収入の伸びが鈍化

する中で、社会保障関係経費の自然増や公債費が高い水準で推移すること等により、平成

８年度以降13年連続して、「地方交付税法」（昭和25年法律第211号）第６条の３第２項の

規定に該当する財源不足が生じるという深刻な事態に直面しました。 

また、地方財政は、バブル経済崩壊後の数次の景気対策による公共事業の追加や、減税

の実施等により、借入金残高が累積しており、平成20年度末においては、地方債（普通会

計債）残高が137兆円、これに交付税及び譲与税配付金特別会計（以下「交付税特別会計」

という。）の借入金残高並びに普通会計でその償還財源を負担することとなる公営企業債

残高を加えると、借入金の総額は197兆円に達する見込みとなっています。今後、その元利

償還が財政を圧迫する要因となることなどから、地方財政は、構造的にみて、極めて厳し

い状況にあります。 

さらに、高齢化が本格化する中にあって、我が国の経済活力を維持し、社会保障制度や

少子化対策を充実していくためには、持続的な経済成長を図るとともに、財政健全化に向

けた歳出歳入一体改革に取り組んでいくことが求められています。 

このような状況の下で、地方公共団体が、国民の要請に応えてその役割を適切に果たし

ていくためには、徹底した行財政改革に取り組み、財政体質の健全化に努めつつ、地方分

権を推進し、地方公共団体の創造性・自律性を高め、活力ある地方を創るための施策の展

開が可能となるよう地方税財源の充実確保を図っていく必要があります。 

平成20年度の地方財政運営に当たっては、このような地方財政の現状を踏まえ、税収入

の確保、受益者負担の適正化等財源の確保に努める一方、各種施策の優先順位についての
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厳しい選択を行い、限られた財源の重点的配分と経費支出の効率化に徹することとして、

下記事項に十分留意の上、経済の動向に即応した機動的・弾力的な運営にも配意し、節度

ある財政運営を行うようお願いします。 

また、貴都道府県内の市町村に対しても速やかにその趣旨を御連絡いただくようお願い

します。 

なお、本通知は「地方自治法」（昭和22年法律第67号）第245条の４（技術的な助言）に

基づくものです。 

 

 

記 

 

（以下、指定管理者制度関連部分を抜粋） 

 

第一 財政運営の基本的事項 

１～３ （略） 

４ 地方分権改革、市町村合併及び行政改革の推進等 

（１）～（７） （略） 

（８）指定管理者制度の運用 

平成15年度に導入された指定管理者制度は、導入後５年を経過し新たな指定管理者

の選定に入ろうとしている団体が多いと見込まれるところであり、運用に当たっては

以下の事項に留意し、その在り方について検証及び見直しを行われたい。 

ア 指定管理者の選定の際の基準設定に当たっては、公共サービスの水準の確保とい

う観点が重要であること。 

イ 指定管理者の適切な評価を行うに当たっては、当該施設の態様に応じ、公共サー

ビスについて専門的知見を有する外部有識者等の視点を導入することが重要である

こと。 

ウ 指定管理者との協定等には、施設の種別に応じた必要な体制に関する事項、リス

ク分担に関する事項、損害賠償責任保険等の加入に関する事項等の具体的事項をあ

らかじめ盛り込むことが望ましいこと。また、委託料については、適切な積算に基

づくものであること。 

 

 



 

42 

 

21 指定管理者制度の運用上の留意事項 
 

平 成 2 0年 ６ 月 ６ 日 

総務省自治行政局行政課 

 

指定管理者制度の運用上の留意事項 

 

 

○指定管理者の選定過程に関する留意事項 

・指定管理者を選定する際の基準設定に当たって、事業計画書に沿った管理を安定して

行うことが可能な人的能力・物的能力を具体的に反映させているか 

・複数の申請者に事業計画書を提出させることなく、特定の事業者を指定する際には、

当該事業者の選定理由について十分に説明責任を果たしているか 

・選定委員会のあり方（選定の基準等）について説明責任を果たしているか 

・選定委員には施設の行政サービス等に応じた専門家等が確保されているか 

・情報公開等を十分行い、住民から見て透明性が確保されているか 

 

○指定管理者に対する評価に関する留意事項 

・評価項目、配点等について客観性・透明性が確保されているか 

・モニタリングの数値、方法等について客観性・透明性が確保されているか 

・モニタリングに当たり、当該行政サービス等に応じた専門家等の意見を聴取している

か 

・評価する施設の態様に応じた適切な評価を実施しているか 

・評価結果についての必要な情報公開がされているか 

 

○指定管理者との協定に関する留意事項 

・施設の種別に応じた必要な体制（物的・人的）に関する事項を定めているか 

・損害賠償責任の履行の確保に関する事項（保険加入等）を定めているか 

・指定管理者変更に伴う事業の引継ぎに関する事項が定められているか 

・修繕費等の支出について、指定管理者と適切な役割分担の定めがあるか 

・自主事業と委託事業について明確な区分が定められているか 

 

○委託料等の支出に関する留意事項 

・指定管理者に利益が出た場合の利益配分のあり方等を公募の際の条件として可能な範

囲で明示しているか 

・地方公共団体側の事情で予算（委託料等）が削減された場合等を想定し、指定管理者

側と協議の場を設ける等適切な定めが協定等にあるか 

・委託料の支出にあたり選定の基準（人的・物的能力等）等に応じた適切な積算がなさ

れているか 

・利用料金の設定に当たっては、住民に対するサービス提供のあり方を勘案し適正な料

金設定となるよう留意しているか 

 



 

43 

 

22 指定管理者制度の運用について（平成21年10月23日付け通知） 

 

事 務 連 絡 

平成21年10月23日 

 

各都道府県行政改革担当課  

各都道府県市町村担当課  

東京都区政課  

各政令指定都市行政改革担当課  

 

総務省自治行政局行政課 

 

 

指定管理者制度の運用について 

 

平成２１年４月１日現在の指定管理者制度の導入状況等については、「公の施設の指定

管理者制度の導入状況等に関する調査結果」として公表したところですが、公の施設の管

理及び指定管理者制度の運用にあたっては、安全かつ良質な公共サービスが、確実、効率

的かつ適正に実施されるように十分な検証を行い、適切な運用に努めるようお願いします。 

なお、指定管理者制度の運用について、参考となるべき事項をまとめましたので、事務

の参考として情報提供します。  

 

１ 今回の調査においては、指定管理者の指定の取消し等の状況についても公表していま

す。指定管理者の指定を取り消した事例６７２件のうち、指定管理者の経営困難等の運

用上の理由による取消しが３４８件、民間譲渡等の施設の見直しによる取消しが１７３

件などとなっていますので、指定管理者制度の運用に際しての参考としてください。  

 

２ 指定期間が複数年度にわたり、かつ、地方公共団体から指定管理者に対して委託料を

支出することが確実に見込まれる場合には、債務負担行為を設定することが必要です。

一部民間調査等において、複数年度にわたる指定の際に債務負担行為を設定していない

事例の報告が見受けられるため、当省としても、今後、実態を調査することを検討して

います。 

 

３ 指定管理者実務研究会（主催：(財)地域総合整備財団（ふるさと財団））では、平成

１７年度より自治体の取組事例を題材とした有識者による議論の成果について報告書を

作成しており、具体的には「指定管理者制度導入施設の評価」、「指定管理者制度にお

ける適切なインセンティブのあり方」、「再指定に向けた課題と教訓」、「指定管理者

制度における協定のあり方」等についての研究成果の情報提供が行われていますので、

参照してください。 

参考：指定管理者実務研究会報告書 

http://www.pficenter.jp/guide/guide_sitei.html 

 

御中 
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23 指定管理者制度の運用について（平成22年12月28日付け通知） 

 

総 行 経 第 3 8 号 

平成 22年 12月 28日 

 

各都道府県知事 

各指定都市市長 

各都道府県議会議長 

各指定都市議会議長 

 

総務省自治行政局長 

 

 

指定管理者制度の運用について 

 

指定管理者制度は、住民の福祉を増進する目的をもってその利用に供するための施設で

ある公の施設について、民間事業者等が有するノウハウを活用することにより、住民サー

ビスの質の向上を図っていくことで、施設の設置の目的を効果的に達成するため、平成15

年９月に設けられたところです。 

本制度は、その導入以降、公の施設の管理において、多様化する住民ニーズへの効果的、

効率的な対応に寄与してきたところですが、地方公共団体において様々な取組がなされる

中で、留意すべき点も明らかになってきたことから、これまでの通知に加え、下記の点に

留意の上、改めて制度の適切な運用に努められるよう、地方自治法第252条の17の５に基づ

き助言します。 

なお、貴都道府県内の市町村に対しても、本通知について周知方よろしくお願いいたし

ます。 

 

 

記 

 

１ 指定管理者制度については、公の施設の設置の目的を効果的に達成するため必要 が

あると認められるときに活用できる制度であり、個々の施設に対し、指定管理者制度を

導入するかしないかを含め、幅広く地方公共団体の自主性に委ねる制度となっているこ

と。 

 

２ 指定管理者制度は、公共サービスの水準の確保という要請を果たす最も適切なサービ

スの提供者を、議会の議決を経て指定するものであり、単なる価格競争による入札とは

異なるものであること。 

 

３ 指定管理者による管理が適切に行われているかどうかを定期的に見直す機会を設ける

ため、指定管理者の指定は、期間を定めて行うものとすることとされている。この期間

については、法令上具体の定めはないものであり、公の施設の適切かつ安定的な運営の

要請も勘案し、各地方公共団体において、施設の設置目的や実情等を踏まえて指定期間

殿 
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を定めること。 

 

４ 指定管理者の指定の申請にあたっては、住民サービスを効果的、効率的に提供するた

め、サービスの提供者を民間事業者等から幅広く求めることに意義があり、複数の申請

者に事業計画書を提出させることが望ましい。一方で、利用者や住民からの評価等を踏

まえ同一事業者を再び指定している例もあり、各地方自治体において施設の態様等に応

じて適切に選定を行うこと。 

 

５ 指定管理者制度を活用した場合でも、住民の安全確保に十分に配慮するとともに、指

定管理者との協定等には、施設の種別に応じた必要な体制に関する事項、リスク分担に

関する事項、損害賠償責任保険等の加入に関する事項等の具体的事項をあらかじめ盛り

込むことが望ましい。 

 

６ 指定管理者が労働法令を遵守することは当然であり、指定管理者の選定にあたっても、

指定管理者において労働法令の遵守や雇用・労働条件への適切な配慮がなされるよう、

留意すること。 

 

７ 指定管理者の選定の際に情報管理体制のチェックを行うこと等により、個人情報が適

切に保護されるよう配慮すること。 

 

８ 指定期間が複数年度にわたり、かつ、地方公共団体から指定管理者に対して委託料を

支出することが確実に見込まれる場合には、債務負担行為を設定すること。 
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24 自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の適切な管理等の実施について 

 

医 政 発 第 0 4 1 6 0 0 1号 

薬 食 発 第 0 4 1 6 0 0 1号 

平成２１年４月１６日 

 

各都道府県知事殿 

 

 

 

厚生労働省医政局長 

厚生労働省医薬食品局長 

 

 

自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の適切な管理等の実施について 

（注意喚起及び関係団体への周知依頼） 

 

自動体外式除細動器（以下「ＡＥＤ」という。）については、平成１６年７月１日付け

医政発第0701001号厚生労働省医政局長通知「非医療従事者による自動体外式除細動器

（ＡＥＤ）の使用について」において、救命の現場に居合わせた市民による使用について

その取扱いを示したところですが、これを機に医療機関内のみならず学校、駅、公共施設、

商業施設等を中心に、国内において急速に普及しております。 

一方で、ＡＥＤは、薬事法（昭和３５年法律第１４５号）に規定する高度管理医療機器

及び特定保守管理医療機器に指定されており、適切な管理が行われなければ、人の生命及

び健康に重大な影響を与えるおそれがある医療機器です。 

これらを踏まえ、救命救急においてＡＥＤが使用される際に、その管理不備により性能

を発揮できないなどの重大な事象を防止するためには、これまで以上にＡＥＤの適切な管

理等を徹底することが重要であることから、貴職におかれては、下記の事項について、御

協力いただくようお願いします。 

なお、別添１のとおり、ＡＥＤの各製造販売業者に対して、ＡＥＤの設置者等が円滑に

本対策を実施するために必要な資材の提供や関連する情報の提供等を指示するとともに、

別添２のとおり、各省庁等に対して、各省庁等が設置・管理するＡＥＤの適切な管理等の

実施と各省庁等が所管する関係団体への周知を依頼したことを申し添えます。 

 

 

記 

 

１．ＡＥＤの適切な管理等について、ＡＥＤの設置者等が行うべき事項等を別紙のとおり

整理したので、その内容について御了知いただくとともに、各都道府県の庁舎（出先機

関を含む。）、都道府県立の学校、医療機関、交通機関等において各都道府県が設置・

管理しているＡＥＤの適切な管理等を徹底すること。 
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２．貴管下の各市町村（特別区を含む。以下同じ。）に対して、各市町村の庁舎（出先機

関を含む。）及び市町村立の学校、医療機関、交通機関等において各市町村が設置・管

理しているＡＥＤの適切な管理等が徹底されるよう本通知の内容について周知すること。 

 

３．貴管下の学校、医療機関、交通機関、商業施設等の関係団体に対して、民間の学校、

医療機関、交通機関、商業施設等において当該関係団体及びその会員が設置・管理して

いるＡＥＤの適切な管理等が徹底されるよう本通知の内容について周知すること。 

 

４．各市町村及び関係団体との協力・連携の下、ＡＥＤの更なる普及のための啓発を行う

際には、ＡＥＤの適切な管理等の重要性についても幅広く周知すること。 

 

５．各都道府県、各市町村、関係団体等が実施するＡＥＤの使用に関する講習会において、

ＡＥＤの適切な管理等の重要性についても伝えること。 

 

(照会先） 

医薬食品局安全対策課安全使用推進室 

電 話：03-5253-1111（内線2751,2758） 

夜間直通：03-3595-2435 
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別 紙 

 

ＡＥＤの設置者等が行うべき事項等について 

 

１．点検担当者の配置について 

ＡＥＤの設置者（ＡＥＤの設置・管理について責任を有する者。施設の管理者等。）

は、設置したＡＥＤの日常点検等を実施する者として「点検担当者」を配置し、日常点

検等を実施させて下さい。 

なお、設置施設の規模や設置台数等から、設置者自らが日常点検等が可能な場合には、

設置者が点検担当者として日常点検等を実施しても差し支えありません。点検担当者は

複数の者による当番制とすることで差し支えありません。 

また、特段の資格を必要とはしませんが、ＡＥＤの使用に関する講習を受講した者で

あることが望ましいです。 

 

２. 点検担当者の役割等について 

ＡＥＤの点検担当者は、ＡＥＤの日常点検等として以下の事項を実施して下さい。 

 

１）日常点検の実施 

ＡＥＤ本体のインジケータのランプの色や表示により、ＡＥＤが正常に使用可能な

状態を示していることを日常的に確認し、記録して下さい。 

なお、この際にインジケータが異常を示していた場合には、取扱説明書に従い対処

を行い、必要に応じて、速やかに製造販売業者、販売業者又は賃貸業者（以下「製造

販売業者等」という。）に連絡して、点検を依頼して下さい。 

 

２）表示ラベルによる消耗品の管理 

製造販売業者等から交付される表示ラベルに電極パッド及びバッテリの交換時期等

を記載し、記載内容を外部から容易に確認できるようにＡＥＤ本体又は収納ケース等

に表示ラベルを取り付け、この記載を基に電極パッドやバッテリの交換時期を日頃か

ら把握し、交換を適切に実施して下さい。 

なお、今後新規に購入するＡＥＤについては、販売時に製造販売業者等が必要事項

を記載した表示ラベルを取り付けることとしています。 

 

３）消耗品交換時の対応 

電極パッドやバッテリの交換を実施する際には、新たな電極パッド等に添付された

新しい表示ラベルやシール等を使用し、次回の交換時期等を記載した上で、ＡＥＤに

取り付けて下さい。 

 

３．ＡＥＤの保守契約による管理等の委託について 

ＡＥＤの購入者又は設置者は、ＡＥＤの販売業者や修理業者等と保守契約を結び、設

置されたＡＥＤの管理等を委託して差し支えありません。 
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４．ＡＥＤの設置情報登録について 

ＡＥＤの設置情報登録については、平成１９年３月３０日付け医政発第0330007号厚

生労働省医政局指導課長通知「自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の設置者登録に係る取り

まとめの協力依頼について」において、ＡＥＤの設置場所に関する情報を製造販売業者

等を通じて財団法人日本救急医療財団に登録いただくよう依頼しているところです。 

同財団では、ＡＥＤの設置場所について公表を同意いただいた場合には、ＡＥＤの設

置場所をホームページ上で公開することで、地域の住民や救急医療に関わる機関があら

かじめ地域に存在するＡＥＤの設置場所について把握し、必要な時にＡＥＤが迅速に使

用できるよう、取り組んでおります。 

また、ＡＥＤに重大な不具合が発見され、回収等がなされる場合に、設置者等が製造

販売業者から迅速・確実に情報が得られるようにするためにも、設置場所を登録してい

ない、又は変更した場合には、製造販売業者等を通じて同財団への登録を積極的に実施

するようお願いします。 

なお、ＡＥＤを家庭や事業所内に設置している場合等では、ＡＥＤの設置場所に関す

る情報を非公開とすることも可能です。 

 

（参考）ＡＥＤ設置場所検索（財団法人日本救急医療財団ホームページ）ＵＲＬ 

http://www.qqzaidan.jp/AED/aed.htm 

 

 

 

http://www.qqzaidan.jp/AED/aed.htm

